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1. はじめに 
1.1 背景と目的 

現在、日本では人口減少が進み、少子高齢社会
となっており、政府は地方創生に取り組んでいる。
北近畿地域においても人口減少が続いているが、
中山間地と沿岸地域に小規模な集落が多く存在
する。移動手段の確保等の社会生活上の利便性を
確保するために自助・共助・公助が行われている。 

北近畿の５市２町（舞鶴市、綾部市、福知山市、
宮津市、京丹後市、伊根町、与謝野町）でも個別
あるいは連携して対応が行われている。例えば、
綾部市では「あやべ水源の里」1)が活動しており、
全国的に展開している。前記 7 つの自治体が連
携した対応としては、「京都府北部地域連携都市
圏ビジョン」2)がある。 

これらの活動に共通している点として、将来に
向けて持続可能な地域となることを目指してお
り、そのために以下の項目が必要と考えられる。 
１）抱えている様々な課題を自ら解決できる仕組 

みを構築すること 
２）地域の産業振興により、住む人々の所得を増 

やすこと 
多くの関係者が、将来の日本の在り方を踏まえ

て、二酸化炭素の排出量削減の手法を開発するな
ど、スマートコミュニティの構築に向けて活動し
ている。また、2011 年の東日本大震災後に、宮
城県東松島市や名取市などの復興事業を支援し
てきている。 

ここでは上記の必要項目を達成するために、活
動事例を紹介するとともに、これからの北近畿地
域の振興へ向けて、舞鶴市に位置する舞鶴高専が
果たす役割と方法を提案することを目的とする。 
1.2 方法 

まず、これまでの活動における調査結果と知見
などを項目順に述べる。 
１）国内外の関連した地域振興の事例を調査し、 

その紹介と分析を行う。 
２）地域が抱える課題解決を通じた産業振興の方 

法論を SDGs と関連付けて述べる。 
３）舞鶴市における産官学連携の地域活性化の実 

例を説明する。 
上記を踏まえて、地域課題を解決する際の枠組

みを考える上で、全体を通じて次の視点を持つ。 
１）地域が持つポテンシャル 
 地域が自身の能力と資源で、これからどのよう
なことができるのかを把握する。 
２）ステークホルダーの連携 
 地域に住まいまたは活動しながら、課題に直面
して解決の実働を担う人と組織が連携する。 
３）解決するプロジェクトが持つストーリー 
 ポテンシャルと連携のネットワークに基づい
て、解決のための道筋をつけるストーリーを紡ぐ。 
４）持続可能とするためのスタートアップ 
 課題解決を持続的にするための経済的、物的、
人的な資源の調達と事業化が必須である。 
 これらの視点を持って、地域課題を前出の順序
で捉えなおせば、課題解決の具体的な方法が見え
てくると考えている。 
 
2. 地域振興の考え方 
2.1 国内外の活動事例 
2.1.1 宮城県東松島市の事例 

東日本大震災によりインフラや産業の被害は
もとより、多数の住民まで失った東松島市 3)の震
災復興の活動例を紹介する。震災前から太平洋側
の多くの沿岸地域は、人口減少や産業衰退などの
課題を抱えていたが、地震の直後に 20～30 年後
に来るはずの状況に向き合うことになった。 

国や自治体の政策・施策と共に、地域の産学官
民の対応が行われた。地域企業が主となって産学
の組織として（一社）JASFA4)が設立された。中
小企業からなる地域密着型のプラットフォーム
を生かし、沢山の方々と交流・協同しながら、数
多くのプロジェクトにトライしている。 

活動例としては、震災直後に仮設住宅が設置さ
れたひびき工業団地の夜間照明として、再生可能
エネルギーによる自立電源を持つハイブリッド
ポールを設置した（図 1）。 

また、同市と地元企業等が行った宮戸地区復興
再生多目的施設「あおみな」5)（図２）の設置へ
の支援を行った。現在、お試し移住体験施設とし
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て使われているが、持続可能な里山の生活を行う
人材育成の場の機能としても考えられる。 

また東松島市が主となって（一社）HOPE6)が設
立された。「あの日を忘れず ともに未来へ ～東
松島一心～」を合言葉にして、産学官民の連携に
より市民の希望を実現する「Build Back Better」
のまちづくりを行っている。 

連携する産官学民には、全国規模の大企業も含
まれており、「希望の大麦プロジェクト」など様々
な活動が行われている。持続可能な住生活とエネ 

 

 
図 1 仮設住宅の自立電源照明システム 

 

 
図 2 復興再生多目的施設 あおみな 

 
図 3 東松島防災エコタウン 

ルギー供給を実現した例として、「スマート防災
エコタウン」7)（図３）が挙げられる。復興事業
として住宅供給と FIT を活用した再生可能エネ
ルギーによる電力供給を行っている。 

なお、東松島市は、政府から 2012 年に環境未
来都市、2018 年に SDGs 未来都市として選定さ
れている。 
2.1.2 スペインでの調査 

スペインと日本の国交 100 年を記念して、2013
～16 年に HASEKURA2.0 プロジェクト 8)が、日
本政府と EU（JEUPISTE）9)の支援を受けて実施
された。 

活動の一つとして、スペインの地方都市の産業
振興の仕組みやスマートコミュニティ構築の手
法などを、2013 年～2015 年に調査した。2015 年
11 月 16～21 日の調査を主として、2015 年にバ
ルセロナで開催された Smart City Expo World 
Congressi)のワークショップでの協議などの活動
に基づくまとめを記す。 

訪問した都市はバルセロナ、サンセバスチャン、
ビルバオ、サンクガなどであり、地域の産業振興
に関わる産学官民などのステークホルダーに聞
き取り調査を行った。 

当時のスペインは経済状態が思わしくなく、金
融関係の機関・会社への聞き取りはできなかった。
またニュースなどのメディアは参加しているが、
主要な役割を果たした地域はなかった。 

都市名とステークホルダーの特徴を表１～3
に示す。ステークホルダーは産学官(公)民金に分
類され、色の濃いステークホルダーは、他と比較
して主導的な役割を担ったことを示す。 
１）バルセロナ Barcelona 
 人口約 160 万であり、周辺では最大の都市で
ある。サグラダファミリアなどの観光と合わせて、
Smart City Expo World Congress も周辺のホテルや
交通網と共に計画されている。 
 商工会議所、大学連携組織のつながりが強く、
緊密な情報共有がなされていた。バルセロナ市と
NPO が主要な役割を占めている。なお、日本人
が約 1,400 人住んでおり、情報交換が盛んに行わ
れている。 
２）サンセバスチャン San Sebastian 
 美しい海岸と従来からの特徴であったおいし
い料理を洗練させて、「美食の町」として著名で
ある。海岸の観光のみでは立ち行かないという考
えから「食の展開」にたどり着いた。 

ミシュランの星数が人口当たりで世界最高と
なっている。移出入の人口数の管理、調理の研鑽
などが行われている。 
 企業と NPO が主要な役割を担っている。 
３）ビルバオ Bilbao 
 市内に特徴的な建造物を設けて、そこから観光
収入を得るという戦略をとっている。美術館の建



設から始め、最初は設計応募者が少なかったが、
建設したグッゲンハイム美術館自体の評価が世
界的に高く、その展示品と続けて街中に建てられ
た建造物も高く評価された。 

当初の建設費の充当が課題であったが、別組織
を国、自治体などと作って対処した。展示・説明
などの運営を市民ボランティアが行うなど、地域
全体で取り組んでいる。この美術館のビジネスモ
デルを海外に展開している。 
 NPO が最も主要な役割を持っており、自治体
がそれを支援している。 
４）サンクガ St. Cugat 
 バルセロナに隣接する市であり、スマートシ 
 

表 1 各都市のステークホルダーと役割 1/3 

 
 

表 2 各都市のステークホルダーと役割 2/3 

 
 

表 3 各都市のステークホルダーと役割 3/3 

 

ティを目指している。公園への太陽光発電の照明
装置の設置による再生可能エネルギーの利用、市
内の WiFi ネットワークの充実などを行っている。 

自治体が主導しており、NPO は見当たらな
かったが、清掃業務において市内のごみ箱の交換
通知を、通りかかった地域住民が行うというシス
テムになっていた。 
2.1.3 東松島市とスペインの都市の活動の特徴 

東松島市の JASFA と HOPE の違いは、後者が
産官学金などに加えて、地域住民の代表者を民と
して一緒に活動を開始した点にある。主な受益者
となる住民を含めた地域全体の合意があって、
様々なプロジェクトを進めることができた。 
 また、被災後の住民の立場からの課題をニーズ
として捉えて、参加者のシーズとのマッチングを
行うとともに、復興プロジェクトに必要な資源の
把握を行ってから、個別のプロジェクトを実行し
ている。ステークホルダーの結束と住民の参加が
効果的であった。 

スペインの都市と共通していることは、いずれ
もあまり目立たたず緩やかに衰退している地域
であったことと、現状に危機意識を持った人々が
いて、おおよそ次の手順で計画と実行がなされて
いることである。すなわち； 
１）ステークホルダー中のサブリーダーや幹事的
な立場にいるメンバーが 10 名以下で集まる。顕
在化していないが、暗黙裡に周知・懸念していた
課題を明確にして共有する。 
２）将来のあり方を 3～5 年間協議して、計画を
作成する。ステークホルダー間の全体の方向性や
各々の役割が共有される。 
３）実行にあたっての各々の業務内容や費用につ
いての責任分担と、リスクを誰がどのくらい取る
かを明確にする。 
４）必ずしも順調ではない中でも、5～10 年程度
あきらめずに継続して活動する決心を持つ。 

なお、この調査とは別途に、デンマークのロラ
ン島の訪問調査を行ったが、同様の手順と内容が
確認できた ii)。 
2.2 地域のポテンシャル 
2.2.1 地域ポテンシャルと課題の関係 

地域はそれぞれの地理、歴史、文化などの特徴
があり、特⾧や短所を持つ。そこに暮らす人々が
すべてを意識するとは限らないが、それぞれの肌
感覚を持っている。 

前述の活動と調査などから考えた地域ポテン
シャルと課題の構造を図４に示す。地域の風土や
文化、インフラ、公共サービスなどがまず全体と
してあり、年単位で緩やかに変化する。例えば、
再生可能エネルギーの利用は気候により予め利
用可能な限度が見積もられる。 

安全・安心、少子高齢化、環境・エネルギーな
どの先進諸国が共通して抱える問題が、中山間地
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域の過疎に関する固有の課題として顕在化する。
例えば、山なら土砂崩れ、海なら津波である。 

ステークホルダーとしての組織は個別の目的
を持ち、景気動向などに影響される。住民は、暮
らしながら、組織の一員として生活している。 

解決できる課題は、地域と人・組織の能力との
組合せによってほぼ決まる。太陽光の得にくい日
本海沿岸地域で太陽光発電を行うのであれば、あ
らかじめ少ない発電量ですむ用途を考えるべき
である。IT 産業の無い地域で、IT を用いて課題
解決しようとすれば、関係者は地域外から来て、
地域の資金や資源を使うので、地域の資源は流出
することになる。また地域外に依存し続けること
になり、持続可能ではない。 

ここでは、将来の生活を支えながら、課題を解
決する地域全体の能力を、地域の持つポテンシャ
ルと考える。これを把握できれば、課題解決の可
否や具体的な方法がある程度予測でき、少なくと
も致命的な失敗を回避できるはずである。 

より広域のポテンシャルを示す例が、東北経済
連合会「東北プロジェクトマップ」10)に見られる。
地図上に、道路、鉄道、空港、港湾、航路、電力、
エネルギー、自然・観光が、規格・能力などと 
 

 
図 4 地域のポテンシャル・ステークホルダー・ 

課題の関係図 

 

 
図 5 地域のニーズとシーズを結ぶストーリー 

共に掲載されている。また、ILC 国際リニアコラ
イダー構想などの進行・計画中の７つのプロジェ
クトが示されている。 

これらにより、東北地方の大きな動きと県域程
度の広さのポテンシャルが把握できる。北近畿地
域を全体として俯瞰する際には、このような資料
が役立つと考えられる。 
2.2.2 関係図の使い方 

前出の関係図の各項目について、人口や主産業
などを記述していけば、資源・エネルギーの現状
や地域のプロジェクトの現状が把握でき、地域の
ポテンシャルが見えてくる。 

2000 年頃からスマートシティという言葉が使
われ始めて、都市のインフラなどの分類・整理と
関連する ISO 規格が整備されてきている iii)。都
市が主対象であり、多岐で詳細な項目が挙げられ
ているが、地域についても使える部分はあると考
えられる。 

地域課題の解決の一般的な手順としては。これ
までの調査によれば、以下の手順が考えられる。 
１）地域が持つニーズ・課題を把握する。 
２）地域を解決のプラットフォームと考える。 
３）地域のポテンシャルを基にしたプロジェ 
  クトを考える。 
４）必要な資源を調達する方法を考える 

基本的には自助、できないことはしないことが
重要である。失敗後の再挑戦は、人材等の資源の
散逸、挫折感などから、多くは困難なようである。 

地域の特徴や強みはシーズとして、課題や弱み
はニーズとして考えられる。住民の描く将来像を
実現するためには、抱えている課題を挙げて、優
先度を決めるが、この際にポテンシャルに応じて
解決の可否を判断する必要がある。 

解決可能な課題を決めた上で、ニーズへシーズ
をマッチングさせて、それらをストーリーで結び
つける。ストーリーを考える際のレイヤーを図５
に示す。下方のレイヤー１から昇る地域の物的・
人的な資源を、上のレイヤー4 の課題へ向けて、
レイヤー２のステークホルダーの連携でストー
リーを紡いで結びつける。レイヤー3 がストー
リーを持つプロジェクトであり、ステークホル
ダーは実行者でもある。スタートアップする際に
占有して使える資源の確保を合わせて考える。 

地域の課題と SDGs を結び付けたストーリー
の作成例は後述（4.2.2）する。 

 
3. 北近畿地域全体の現状 
3.1 北近畿地域連携会議 
3.1.1 舞鶴高専の研究テーマと内容 

「北近畿地域連携機構」とは、福知山公立大学
が運営する、地域社会と大学との“知恵と連帯の
拠点”として活動し、地域の企業や行政そして大
学が協働するプラットフォームである 11)。 
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○少子高齢化、
○環境・エネルギー

• 在住、業務従事、観光などで訪れる人々
• 安全・安心 ex. 防災（自然災害、原子力など）
• 少子高齢化 ex. 健康・介護支援、生涯学習

• 環境・エネルギー ex. 再生可能エネルギーの活用

レイヤー４：
地域と地域に住ま

う･働く･訪れる人々
が持つ課題･ニーズ

•安全･安心 ex. 各機関の連携による防災システム、改善･訓練等の持続
•少子高齢化 ex. 介護ロボットの開発･実装
•環境・エネルギー ex. 間伐材によるバイオマス発電
•総合的なプロジェクト ex. COC、COC+ 、コミュニティ総合工学という分野

レイヤー３：
ステークホルダーが
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• 官 中央官庁・出先機関(海上自衛隊ほか)、自治体(舞鶴市ほか) 政策と施策など
• 産 地域テクノアカデミア、共同組合ほか 農林水産･製造･通信など産業の持続･展開

• 金 京都銀行、京都北都信用金庫ほか 地域･産業を持続的に支える

• 報 京都新聞、舞鶴市民新聞ほか 地域の活動を共有･発信する

• 学 舞鶴高専、京都工芸繊維大学ほか 地域を支える人財の輩出、シンクタンクの役割

• 民 NPO駅舎と共にいつまでも他 地域へ自ら貢献する

レイヤー２：
ステークホルダーの

役割・機能

• 地域の自然 地勢、気候、植生など
• インフラストラクチュア ライフライン、建設物、通信・交通網など
• 地域の人口動態 年齢の構成・将来予測など
• 公共サービス 医療・教育など
• 文化、芸能、祭り、遊び、食材・料理など

• 地域の産業・経済、生産･消費

レイヤー１：
地域のプラット

フォーム
問題解決の潜在能力

課題解決プロジェクトについて、目標を期限内に達成するための資源(時間･モノ･
ヒト･経費･情報)は全レイヤーから調達され、全レイヤーを重ね合わせて実施される



これに含まれる北近畿地域連携会議の第 2 期
の研究テーマとして、舞鶴高専の「北近畿地域に
おける SDGs を踏まえたコンパクトシティ構築
へ向けての提言」が採択されて、2019 年度に研
究会を立ち上げた。 

目的は、北近畿の沿岸･中山間地域における少
子高齢化を踏まえて、将来のコミュニティの持続
可能性を確保するための具体的な提言を行うこ
とである。 

近年のダイバーシティ、IoT、AI などの伸展を
踏まえて、地域コミュニティにおける諸課題を解
決するプロジェクトの成功の仕組みを明示する
と共に、具体的な施策･方法、例えば防災、国際
化、産業振興、教育・人材育成などについての提
言を行う。 
3.1.2 第 1 回研究会の開催 

第 1 回の研究会は 2019 年 1 月 18 日に 10 名か
らなる産官学のメンバーにより行われた。関連す
る資料調査などを行い、情報共有を行った。 

新型コロナ感染症のために、その後の活動は行
われていないが、これまでの状況について記す。 
3.1.3 地域の課題 

地域の課題として以下が挙げられた。 
１）北近畿地域の人口減少が止まらないことが最
大の課題である。2010～2015 年の間に 1.5 万人
が減っており、予測より早く減っている。この傾
向は続くと考えられる。 

関係していることは； 
①企業の事業継承が行えない。 
 例．バスの運転手、鉄道の保守作業。 
②地域での現場での人材の確保が行えない。 
 外国人、高齢者、女性の雇用。建設の下請け専
門職は外国人の例がある。 
③経営、現場の間の中間層が少ない。 
④20 歳を越えると、働く場所がないので地域外
へ出て行く。地元に帰って就職する人が少ない。 
⑤地域や団地内の年齢構成を考えるべきである。 
⑥過疎地は高齢者の死亡により人口減少が進ん
でいる。例．京丹後 
⑦日本の社会制度の仕組みに問題があるのでは
ないか。例．都市手当てのために地方から都市へ
の人の流れができる。進学率や所得の上昇が都市
へ行く機会を増やす。 

文献「日本社会のしくみ」12)が紹介された。 
２）将来へ前向きに考えるプレーヤーが必要であ
る。例．京丹後の織物業界は数百億円のマーケッ
トがあったが、30～40 年前に衰退した。その後、
バブル崩壊などにより、地域からの人口流出が止
まらなくなった。早くからの対応が必要であった。 
３）北近畿地域の特色を活かした将来への活動を
考えるべきである。地域の特色をどのように出し
いていくかが課題である。地域にない新しい特色
を育てるのは難しい。 

４）隠れた待機児童がいる。ある企業で保育所を
開設したが、必要な資源が多く 10 年で閉鎖した。 
3.1.4 課題解決のための対応 
 課題に対しては、参加メンバーのこれまでの取
り組みなどが紹介されたが、まとめると以下のよ
うになる。 
１）地域での採用・就職に当たって考えるべきこ
とは以下の通り。 
①地方と都市の違いを考えて説明する必要があ
る。都市と自宅の給与と生活費を全体的に考えて、
違いを示す。地域の魅力をトータルに示す。 
②学校側は就職に際して、大企業･中小企業への
対応、保護者・中学生への対応の違いを考える。 
③地域企業において、開発･研究についての人材
が活躍する場が少ない。 
④社会経験や企業の持つ課題解決のためのイン
ターンシップが有効である。 
⑤企業の課題として、企業の広報、人材獲得への
投資が必要である。 
⑥採用には 1 名当たり 100 万円以上かかる。 
⑦大手企業と地方企業の賃金格差がある。 
⑧地域の課題を解決する事業での雇用を図って
はどうか。 
⑨ある会社、1/3 が女性社員、社員の 80％が残業
なし。有給は 80％消化している。企業規模は 50
名、年齢は 20～60 歳で均等分布している。 
２）課題解決のための国からの助成が必要である。 
 内閣府、各省庁からの助成があるが、申請には
ノウハウが必要である。 
３）地域のインフラストラクチュアや地方創成の
ための取組みの一覧があれば、情報共有に役立つ。
例．京都府北部の 5 市 2 町の産業連関表からみ
る地域産業の特徴、東北プロジェクトマップ 10) 
４）新しい考え方が必要であり、ここで話し合わ
れたような内容を共有する場が必要である。例．
ビジネスの仕組み、人生 100 年時代の暮らし方、
各課題に対する地域のステークホルダーの協働 

上記の課題解決のためには、前出 2.2.2 の地域
課題の解決の一般的な手順に沿って、プロジェク
トを立ち上げることになる。どの課題解決を優先
するか、どの強みを使うのかについては、以下に
述べる地域の経済循環分析が有用と考えている。 
3.2 地域の経済循環分析 
3.2.1 地域の経済循環分析とは 

地域経済循環分析とは、『市町村ごとの「産業
連関表」と「地域経済計算」を中心とした複合的
な分析により、「生産」、「分配」及び「支出」の
三面から地域内の資金の流れを俯瞰的に把握す
るとともに、産業の実態（主力産業・生産波及効
果）、地域外との関係性（移輸入・移輸出）等を
可視化する分析手法』と位置付けられている 13)。 

地域の経済状況を知る上では、内閣官房（まち・
ひと・しごと創生本部）の地域経済分析システム



RESAS14)があり、都道府県単位と市町村単位で
の表示がある。 

また、環境省でも地域経済循環分析ツール 15)

が公開されている。地域の産業と経済の状況に基
づいて、住民の所得をいかにして向上させるかと
いう視点を持ち、複数の自治体を合わせて集計で
きる。以下は最新の 2015 年版を用いる。 
3.2.2 地域の経済循環分析の考え方 

地域経済の全体構造を図 6 に示す。次の三面；  
１）生産・販売（所得の向上） 
２）分配（家計や企業の所得の受け取り） 
３）支出（消費や投資等の所得の使い方） 
から見た所得の循環と地域内外の所得の流出入
を表す。生産部分の稼ぐ力と人口 1 人当たりの
所得を地域の最終的な成果指標として把握する。  

所得の流出入構造を図中に示す４つの視点； 
１）生産・販売からの分配の過程での流出入 
２）民間消費の流出入 コンパクトシティと対応 
３）民間設備投資の流出入 
４）経常収支の流出入 
により、好循環を起こす 2 つの方法を考える。 
１）地域内外から所得を得て、地域の稼ぐ力の向 

上を図る。 
２）得た所得を地域内で循環させて、所得循環構 

造を構築する。 
  

 
図 6 地域経済循環の構造と分析の視点 

 
 

 
図 7 舞鶴市の経済循環分析 

 稼ぐ力をつけるためには、域外から所得を得る、
域内で取引を拡大させる、不得意な部分は他地域
へという基本的な考え方ができる。 

地域課題を解決するうえで、有用な点は以下の
通りである。 
１）地域の経済的な現状を把握できる。 
 地域経済の移出入を把握することにより、住民
の所得はどこから生まれているのか、持続的な所
得かどうかを知ることができる。 
２）課題を解決する優先順位を考えられる。 
 地域の強みである産業を特定することにより、
解決可能な課題をより明瞭にすることができる。
強みを持つ伸び代のある産業を地域の牽引役に
することができる。 
3.2.3 舞鶴市の経済循環分析 

舞鶴高専が位置する舞鶴市について、環境省の
ツールから自動的に作成される結果の一部を図
7 に示す。 

生産販売、分配、支出、エネルギーについての
地域の特徴が列挙されており、地域内の状況の全
国における位置づけもできる。 

この他にも、生産（産業別付加価値）、分配（雇
用者所得、その他所得、夜間人口 1 人当たり所
得）、支出（消費、域際収支、移輸出、移輸入、
投資）、CO2 排出量の個別情報と全体像のほかに
地域の特徴が示される。 

また、地域の全産業について影響力係数 iv と感
応度係数 iv、そして域内の取引構造が図示されて
いる。 

舞鶴市の産官学の関係者が持つ定性的な肌感
覚と定量的な分析を合わせて考えることにより、
より精密な課題への対応が可能となる。 
3.2.4 北近畿 5 市 2 町の経済循環分析 

北近畿５市２町の個別の分析によると、各自治
体における産業別付加価値額を与える上位の産
業は、舞鶴市は窯業・土石製品、公務。綾部市は
保健衛生・社会事業、住宅賃貸業、電子部品・デ
バイス。福知山市は化学、住宅賃貸業。宮津市は
住宅賃貸業、公務。京丹後市は保健衛生・社会事
業、住宅賃貸業。伊根町は建設業、公務。与謝野
町は保健衛生・社会事業、教育であり、異なる。 

このほかにも生産、分配、支出においての多様
な違いがあり、域内への移輸入を減らして域内で
の取引の増加が必要なことを考えると、全体が協
働することが必要である。そのために「京都府北
部地域連携都市圏ビジョン」2)が現状を把握する
うえで有用である。 

５市２町全体の分析(一部)を図 8 に示す。生産
については、産業別付加価値額を最も与える産業
は公務である。製造業では、窯業・土石製品、次
いで建設業、化学である。第３次産業では、公務
の次に住宅賃貸業、保健衛生・社会事業がある。 
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分配については、第 3 次産業の雇用者所得が
最も大きい。夜間人口 1 人当たりの所得は 4.26
百万円/人であり、全国平均と比較して高い水準
である。 

支出については、窯業・土石製品、公務、電気
業が域外から所得を稼いでいる。消費は域内に 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

流入しており、その規模は地域住民の消費額の約
1 割である。投資は域外に流出し、規模は地域住
民・事業所の投資額の約 3 割である。 
 域内の核となる産業を図 9 に示す。地域の全
産業について影響力係数 iv と感応度係数 iv の共
に大きい第Ⅰ象限の産業はパルプ・紙・紙加工品、 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

注）消費＝民間消費＋一般政府消費、投資＝総固定資本形成（公的・民間）＋在庫純増（公的・民間）

注）石炭・原油・天然ガスは、本データ
ベースでは鉱業部門に含まれる。

注） エネルギー代金は、プラスは流出、マ
イナスは流入を意味する。
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注） その他所得とは雇用者所得以外の所得であり、
財産所得、企業所得、税金等が含まれる。
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北近畿5市2町総生産（/総所得/総支出）11,675億円【2015年】
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地域の核となる産業は、パルプ・紙・
紙加工品、化学、鉄鋼、非鉄金属、
電子部品・デバイス、その他の製造業、
建設業、情報通信業等である。
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小さいが、他産業から受け
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商業、サービス業など他産
業部門へのサービス提供
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第Ⅲ象限
他産業へ与える影響力と他産業か
ら受ける感応度ともに小さい産業

一般的には、農業、電力・ガスなど
の独立型の産業部門が含まれる。

第Ⅰ象限
他産業へ与える影響力が大きく、同時に
他産業から受ける感応度も大きい産業
で地域の取引の核となっている産業

一般的には、基礎資材などの原材料製
造業部門がこれに該当し、鉄鋼、パル
プ・紙・木製品、化学製品等が含まれる。

第Ⅳ象限
他産業へ与える影響力が大きいが、他
産業から受ける感応度は小さい産業

一般的には、自動車などの最終財の製
造部門が含まれる。

図 8 北近畿 5 市 2 町の経済循環分析（部分） 

図 9 北近畿地域の産業の影響力係数と感応度係数 



化学、鉄鋼、非鉄金属、電子部品・デバイス、そ
の他の製造業、建設業、情報通信業等である。 
 これらの産業が関連するあるいは関心を持つ
課題に資源を投入すれば、ほかの産業に比較して、
解決の可能性が大きくなる。 

域内の取引構造を図 10 に示す。赤い実線が取
引上で強く結びついている。域内の核となる産業
の上流側の資源が域内から調達できていれば、域
外への移輸入が少なく、持ち出しが少ない。 
 域内の振興策としては文献 13)によれば； 
1)地域間交易の活性化 
 近隣での物資移送の時間短縮などによる労働
生産性の向上が期待できる。 
2)地域内調達の活性化（クラスター化） 
 販売先と調達先の結びつきを強化して、結果と   
して労働生産性の向上が図れる。 
3)地域内取引の核になっている産業の育成・強化 
 取引のある域内の全産業の生産性の向上が期
待できる。 
4)設備投資の流入 
 域内の産業活動が活発になれば、域内での設備
投資が起こり、労働生産性の向上が期待できる。 
 
4. 舞鶴市での舞鶴高専の活動事例 
4.1 小河川の水位監視システム 
4.1.1 舞鶴市における現状と課題 

北近畿地域は河川による災害が多く、由良川だ
けでも、国土交通省近畿地方整備局福知山河川国
道事務所の記録 16)によれば 2004 年～2020 年の 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

間に 16 回の大きな水害があり、その内の 4 回に
災害救助法が適用されている。 

由良川などの一級河川は国・京都府の監視が確
立されており、状況把握と防災上の発報の体制が
整備されている。一方、小河川については、自治
体が降雨量などを観測しているが、災害が予想さ
れる際には、職員が現場に赴いて確認後、避難所
の開所などを行うことが多い。夜間に多数地点で
の被害が想定される際に、人数的に対応できない
場合があり、現場に向かうこと自体が危険を伴う。  

舞鶴高専は、舞鶴市、KDDI 株式会社との三者
協定 v)に基づいて、オムロン株式会社を含めて、
この状況を改善するために、「スマート防災に関
する取り組み 舞鶴市小規模河川の防災」という
プロジェクトを行っている。「SDGs の 11 住み続
けられるまちづくりを」、「13 気候変動に具体的
な対策を」に対応する。 
4.1.2 システム構築プロジェクトの概要 
 本プロジェクトは、舞鶴市役所がニーズの集約
と社会実装を行い、舞鶴高専が研究開発と技術提
供を行い、協働して舞鶴市民の防災に役立てて、
市民からのフィードバックを得て改善していく。 

舞鶴高専が取り組む内容は、舞鶴湾に直接流れ
込む志楽川の流出解析と潮位変動の影響評価で
ある。数時間後の河川水位の予測ができれば、安
全に住民が避難所へ向かうことができると考え
ている。舞鶴市東地区の状況を図 11 に示す。 

過去に何度か床上浸水があった志楽川（図 12
参照）は、二級河川、延⾧ 6.352 km、流域面積 15.3 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 図 10 北近畿地域内の取引構造 
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km²、管理は京都府である。まず中流域で解析を
行っている。過去の計測データがあり、潮位の影
響を受けないためである。 
4.1.3 浸水のための水位と流出位置の予測 
１）水位の予測 

水位の解析モデルは、2 段タンクモデルを用い
る。（図 13 参照）比較的簡易なモデルであるた
め、自治体や市民が内容を理解して、モデルの前
提や限界などを意識することが可能となる。 
 解析対象は、降水量が多く浸水被害が発生した
2004 年台風 23 号、2017 年台風 21 号、2018 年西
日本豪雨として、パラメーターは各対象の観測最
大水位に合うよう経験的に決定する。再現性を評
価する基準を最大値としている。 
 例として 2004 年台風 23 号についての予測水
位と観測水位の関係を図 14 に示す。予測最大水
位と観測最大水位の相対誤差は 0.35％となって
いる。すべてのケースを対象に各パラメーターを
決定して解析を実施した結果、 良好に再現でき
た。 
 次に、気象予報の雨雲予報からの降水量を用い
ることで、数時間後の水位予測を試みる。2017 年
台風 21 号の降水量がピーク時の雨雲の分布から、
1 時間後と 3 時間後の水位の予測を行った結果例 
 

 
図 11 舞鶴市東地区の浸水についての活動 

 

 
図 12 志楽川と水位計の位置 

を図 15 に示す。双方の結果共に絶対誤差 0.79%
以下、相対誤差 0.87％以下であり、予測に使える
と考えられる。 
 潮位変動による影響については、モデル地形に
よる断面一次元解析を行った。2017 年の台風 21
号の潮位 66cm の場合、河口から 750m 地点まで
影響がある。 
２）流出位置の予測 

小河川において、どの地点で流出が起こるかは、
川底の勾配差や曲がり部分における遠心力の作
用によるによる水位変化があり、詳細な 3 次元
地理データが必要となる。しかし、一般的に使わ
れる地図の解像度がメートルオーダーであるこ
とから予測が難しい。 

そこでドローンによる cm オーダーの 3 次元地
図データを、ドローンが収録した画像データを処
理して作成している。測量の様子を図 16 に示す。 

 
図 13 解析に用いた 2 段タンクモデル 

 

 
図 14 2004 年の予測推移と観測水位の関係 

 
図 15 2009 年の台風 21 号の 1 時間後と 3 時間 
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志楽川両岸のデータ例と舞鶴市の GIS 地図デー
タを図 17 に示す。流域のデータはほぼ作成した
ので、解析結果を基に危険度の評価を今後行う。 
4.1.4 今後の予定 
 従来から小河川の浸水の解決は、住民の要望が
大きい地域課題である。開発している浸水予測シ
ステムは、運用、情報発信などについて、舞鶴市
や地域住民と一緒に社会実装を進めている。 

舞鶴市は、2019 年に SDGs 未来都市に認定さ
れており、いかにして持続的な活動にするかを検
討している。 
 すべてを産官学から持ち出す資源で行うこと
はできないので、システムに関する事業を、社会
実装する際に、地域で立ち上げる必要がある。 
 そこで内閣府の SDGs に関連する活動に参加
しながら、スタートアップの方法論を次のように
考えている。 
4.2 内閣府の官民連携SDGsプラットフォーム 
4.2.1 スタートアップ研究分科会 

内閣府は 2019 年から官民連携 SDGs プラット
フォーム 17)を開始した。PMI 日本支部 vi)が事務
局をしているスタートアップ研究分科会は、
SDGs を実現する際の活動において、経済的に立
ち上げて持続するための方法を研究している。既 
 

 
図 16 ドローン測量の様子 

 

 
図 17 志楽川の 3 次元データと GIS データの例 

存の資源を用いて課題解決するだけではなく、課
題解決の活動を持続可能とするためには事業の
スタートアップが必要になる。 
 2020 年度から、ベーシックコースとアドバン
スコースが設定されている。前者はプロジェク
ト・マネージメントの基本的な事項と SDGs の考
え方の結びつきなどを扱う。後者は、実例をもと
にしてスタートアップの方法論を研究している。 
 舞鶴高専は、前出の水位監視システムのプロ
ジェクトを、アドバンスコースでの実例として報
告して意見交換をしている。卒業研究のテーマと
して実施しており、少子高齢化が進行する中で、
次世代の若者が関与することは望ましい。 
 SDGs は対象範囲が広範なので、地域の課題を
整理する上で役立つ。また、課題解決のプロジェ
クトは、地域のステークホルダーの連携が必要で
あるが、連携してスタートアップする方法論を確
立する意義は大きい。 
4.2.2 SDGs と関連付けたスタートアップ方法 
 これまでに開発した手順に沿って項目を述べ
る。なお適宜フィードバックを行っている。 
１）インタビューなどによる地域課題の発見 

現地に住まう方々へのインタビューやアン
ケート調査などにより、聞き取りを行う。⾧年住
まわなければ分からない経緯や過去の試みのほ
か、地域のポテンシャルやステークホルダーにつ
いての情報も合わせて得ることができる。 
２）課題と解決の全体像を描く 

課題解決しながらのスタートアップ実現のた
めにリーンキャンバス vii)を作成する。小河川の
水位監視システムについて作成した例を図 18 に
示す。①顧客セグメント、②課題、③独自の価値
提案、④ソリューションまでをまず書き込む。 

スタートアップの可能性を探りながらなので、
最初からすべてを書き込まなくてよい。例えば、
⑥収益の流れ、⑦コスト構造は、地域経済循環の
調査が必要であり、後回しになる。 

説得力のある内容を①～④に書き込めず、地域
のポテンシャルがなく、⑨圧倒的な優位性が無け
れば、スタートアップの可能性は低くなる。 
３）課題解決と SDGs を結び付ける 

解決プロジェクトの 17 ゴール、できれば 169
ターゲットとの対応を一覧にする。この SDGs
ゴールマッピングにより、得られた多種多様な課
題や活動を分類・整理できる。 
４）解決の目標を掲げる 

対象とする課題について、誰が何をどうするの
かをリストにする。具体的な目標、必要な資源や
活動内容、活動期間などが見えてくるので、プロ
ジェクトとしての要件をほぼ満たせる。検討した
ターゲットリストの一部を図 19 に示す。 
５）活動の成果を掲げる 
 活動の結果として得られる成果を整理して、ロ 



ジックモデルを作成する。これにより課題解決に
関わるメンバーの関係、達成することなどが具体
的に記述できる。 
６）受益者への価値と評価指標を決める 

各ターゲットについて、短期・中期・⾧期のア
ウトカムを書き出す。またどのような受益者がい
るかを書き出して、得られる価値のベネフィッ
ト・リストを作成する。 
7）行う活動を組み立てる 

一連の各項目は随時見直しを行い、改訂される
が 、 実 施 す る た め に WBS(Work Breakdown 
Structure) viii)が作成される。11 月時点の WBS の
一部を表 4 に示す。実際に行う活動が 3 つのレ
ベルに細分化されて、活動全体の構造が見える 
 なお、以降の２つは現在検討中である。 
8）ESG（Environment Social Governance）投資 

プロジェクト実行とスタートアップのための
原資を得るための分析と手法を開発する。例えば
企業版ふるさと納税やクラウド・ファンディング
などの実現性を考える。 
9）実施と報告 
 

 
図 18 リーンキャンバスの作成例 

 

 
図 19 ターゲット設定の例（部分） 

 
表 4 小河川の水位監視システムに関する WBS 

(部分) 

 

舞鶴市は、継続している施策を展開する形で一
部を進めている。舞鶴高専は、卒業研究として前
述の活動を続けている。 

まず、持てる資源でできる範囲で実施して、継
続することが大切であり、広報活動や公開講座で
の情報提供などを行っている。 

これらを基にして住民やステークホルダーと
情報共有し、各種の助成や資源を獲得する努力を
続けることになる。 

 
5. まとめ 
5.1 期待される波及効果 

現時点では、地域課題解決の好事例が多数ある
ものの、新たな課題に適用できる確立された方法
論は見当たらないと思われる。 

地域ポテンシャルと地域経済循環を把握した
上で、地域課題を SDGs の観点から整理して、プ
ロジェクトを実施するという本手法は、個別事例
の成功要因の分析ができ、そして幅広く地域課題
に応用できると考えている。 
5.2 今後の展開 

現行のプロジェクトを継続すると共に、北近畿
地域の産（公益社団法人京都工業会、一般社団法
人京都知恵産業創造の森創造の森ほか）、公（5 市
2 町ほか）、学（福知山公立大学、京都工芸繊維
大学ほか）との連携体制を構築しつつある。 

より具体的には、京都府中丹広域振興局の支援
により、企業のアライアンスとして PMS（Product 
Manufacturing Service）ix)の設立と、生産する製品
の開発を進めている。 

人口減少の続く中、SDGs の実現を通じて、持
続可能な北近畿を目指して行く。 
 
謝辞：宮城県東松島市での活動にあたり、東松島
市（阿部秀保市⾧、当時）、（一社）HOPE（東松
島みらいとし機構）（会⾧：井口泰孝、当時）、(一
社)JASFA（持続可能で安心安全な社会をめざす
新エネルギー活用推進協議会）（会⾧：井口泰孝、
当時）、スペインの調査にあたり、JEUPISTE
（Japan-EU Partnership in Innovation, Science 
and Technology, 日欧産業協力センター）、スペ
イン大使館、Hasekura2.0 プロジェクト（代表
Renata Piazza 氏）ほかの関係の皆様のご支援と
ご意見を頂きました。 
 「小河川の水位監視システム」の開発は、舞鶴
市、KDDI 社と舞鶴高専の 3 者協定に基づいて
行われており、オムロン社様を初めとして様々な
ご助言とご支援を頂きました。 
 北近畿地区の振興に関しては、福知山公立大学
と北近畿地域連携会議、舞鶴高専地域テクノアカ
デミア、北近畿の自治体関係者と意見交換をさせ
て頂きました。 
 ここに皆様のご厚意に深く感謝申し上げます。 

②課題 ④ソリューション ⑨圧倒的な優位性 ①顧客セグメント
   Problem    Solution    Unique Value Proposition    Unfair Advantage    Customer Segment
ターゲットが感じている解決すべき上位3つの
課題

どうやってその課題を解決するか 他者に真似されないものは何か どんな人がターゲットなのか

・小河川による洪水予測の困難さ
・災害発生前後の人的資源でカバーしきれ
ない対象河川や避難所
・河川水位等の情報をリアルタイムで取得す
る方法がない
・危険な場所が分からない（ハザードマップを
活用されていない）

・技術研究＋教育
・小河川の洪水予測に必要な雨量計、水
位計と通信システム、データ蓄積システム
・行政などの判断に基づいて既存のチャネル
から住民に情報を提供
・市民に対する防災教育

・小河川の規模･特徴に応じたシステムの最
適化・コンパクト化ができる
・システムは災害の種類に応じたセンサー設
置により、土砂崩れ等に対応できる
・出前授業，公開講座などの教育活動

・国･都道府県の管理外の河川を管理する
自治体
・沿岸、中山間地、山間地等の少人数の集
落とそこまでの経路の管理者
・地域住民
・小中学校，教育員会

既存の代替品 ⑧主要指標 ⑤チャネル アーリーアダプター
Existence　Alternatives    Key Metrix    Channel Early Adopters
今はどのように解決されているか どの数値があがれば成功と言えるか どうやってターゲットにアプローチするか 早期に受け入れ、他の顧客へ影響を与える

人は?
・河川近辺の雨量計や水位計の情報とこれ
までの経験からの洪水の予測
・通信機能を持たない水位計測方法（目
視と無線通信）
・ハザードマップ

・水位･雨量等の情報を２４時間、数分ご
とに取得して行政等の関係者に可視化す
る。
・降雨時に危険･警戒水位情報を規定通り
に、常に住民に知らせる。

自助，共助＋公助
・自治体の防災担当者
・国等の行政における防災担当者
・ワークショップ
・公開講座

・災害が多発する地域の自治体
・公開講座の参加者
・小中学校

   Revenue Stream
コストはどれくらいかかるのか どのように収益化されるか

・xxx

   Cost Structure

③独自の価値提案

どうなれば独自の価値を感じてもらえるか

・国･自治体がこれまでに把握できなかった小河川の
洪水予測
・街路・街区単位での高精度浸水予測と効率的な
ハザードマップ
・時間軸を持ったハザードマップ
・小中学校と連携した防災教育
⇒SDGsまちづくりコンテストなど

⑦コスト構造 ⑥収益の流れ

進捗率

No. L1 L2 L3 アウトプット 主 副 開始日 終了日 開始日 終了日 (%)

1． プログラムマネジメント

1.1 プログラム計画

1.11 舞鶴高専プログラムWBS作成 歳弘 2020年7月 2020年7月 2020年7月 2020年8月

1.12 舞鶴高専プログラムWBSX作成 高橋 2020年8月 ロジックモデルと統合

1.2 情報管理

1.21 メンバー表作成 高橋 2020年7月 2020年7月 2020年7月 2020年7月

1.22 舞鶴高専グループ作成 高橋 2020年8月 2020年8月 2020年8月 2020年8月

1.23 舞鶴高専ドライブ作成 高橋 2020年8月 2020年8月 2020年8月 2020年8月

1.3 課題／リスク管理

1.31 課題リスク管理表 歳弘

2． 会合／イベント

アドバンスコース・キックオフ 2020/07/17 2020/07/17 2020/07/17 2020/07/17

舞鶴高専グループミーティング 2020/11/14 2020/11/14 2020/11/14 2020/11/14

第2回情報交換会 2020/11/20 2020/11/20 2020/11/20 2020/11/20

舞鶴高専グループミーティング

第3回情報交換会

3. SDGsスタートアップ更新

3.1 リーンキャンバス更新

3.2 ESG分析検討

3.3 ESGターゲット設定

3.4 ESGロジックモデル検討

3.5 ESGベネフィット検討

3.6 ベネフィット目標設定

3.7 ビジネスモデルキャンバス作成

4. 洪水予測システム構築・運用PJ

4.1 洪水予測システム構築

4.11 水位計測機器設置 舞鶴高専 2020年10月 2021年6月 検討中（R3年度別途助成申請）

4.12 予測モデル構築 舞鶴高専 2021年4月 2022年3月 検討中（R3年度別途助成申請）

4.13 予測モデルの精度向上 舞鶴高専 2022年4月 2023年10月 検討中（R3年度別途助成申請）

4.2 洪水予測システム全体の運用

4.21 洪水予測の計測システムの運用 舞鶴市役所 2022年4月 2023年10月 2022年4月 既存システムで実施

4.22 洪水予測情報の広報 市民への情報提供 舞鶴市役所 2022年4月 2023年10月 2022年4月 既存システムで実施

4.23 フィードバック 舞鶴市民 2022年7月 2023年10月

活動 担当 予定 実績
備    考



参考文献 
1) あ や べ 水 源 の 里 、 https://suigen-ayabe.com/suigen/ 、

2020.11.12 時点 
2) 京都府北部地域連携都市圏ビジョン、京都府北部地域

連携都市圏形成推進協議会、https://www.city.maizuru. 
kyoto.jp/shisei/cmsfiles/contents/0000003/3312/renkeibiz
yon.pdf、2017.8 時点 

3) 東松島市の被災状況、東松島市 HP、https://www.city. 
higashimatsushima.miyagi.jp/index.cfm/1,17783,122,html 、
2020.11.13 時点 

4) 一般社団法人 持続可能で安心安全な社会をめざす新
エネルギー活用推進協議会（JASFA）、http://jasfa.info/、
2020.11.13 時点 

5) 東松島市宮戸地区復興再生多目的施設（あおみな）、
http://www.city.higashimatsushima.miyagi.jp/index.cfm/3
6,19128,163,237,html#gsc.tab=0、2020.11.13 時点 

6) 一般社団法人 東松島みらいとし機構（HOPE）、http:// 
hm-hope.org/、2020.11.13 時点 

7) 東松島市スマート防災エコタウン電力マネジメント
システム構築事業、http://hm-hope.org/?page_id=286、
2020.11.13 時点 

8) HASEKURA2.0 プロジェクト、日本とスペイン間の国
際交流を行う。ビジネス交流や人材育成プログラムな
ど を 行 っ た プ ロジ ェ ク ト 、https://www.hasekurapro 
gramjp.com/#_2、2020.11.14 時点 

9) JEUPISTE（Japan-EU Partnership in Innovation, Science 
and Technology、日欧産業協力センター）、EU が助成
するイノベーション・科学・技術分野に於ける日欧協
力の促進、強化と発展を目的とした 3 年間（2013 年 9
月～2016 年 8 月）に渡るプロジェクト、http://jeupiste. 
eu/ja/About%20the%20project、2020.11.14 時点 

10) 一般社団法人 東北経済連合会、東北プロジェクト
マップ（平成３０年版）、2018.3. 

11) 北近畿地域連携会議、https://www.fukuchiyama.ac.jp 
/kitare/about/、2020.11.19 時点 

12) 小熊英二、日本社会のしくみ 雇用・教育・福祉の歴
史社会学、講談社、2019.7.17 

13) 日本政策投資銀行、株式会社価値総合研究所、地域経
済循環分析の手法と実践、ダイヤモンド社、2019.7.3 

14) 内閣官房（まち・ひと・しごと創生本部）地域経済分
析 シ ス テ ム RESAS 、 https://resas.go.jp/#/13/13101 、
2020.11.20 時点 

15) 環境省  地域経済循環分析、http://  www.env.go.jp/ 
policy/circulation/index.html、2020.11.20 時点 

16) 由良川流域のあらまし 水害の歴史、国土交通省近畿
地 方 整 備 局 福 知 山 河 川 国 道 事 務 所 、 https://www-
1.kkr.mlit.go.jp/fukuchiyama/river/manabu/aramashi/aram
ashi_3.html、2020.11.24 時点 

17) 内閣府 地方創生 SDGs 官民連携プラットフォーム、
https://future-city.go.jp/platform/、2020.11.29 時点 

 
註 

i) Smart City Expo World Congress は、バルセロナ市が開催
する世界最大規模のスマートシティの大会と展示会で
あ る 。 2015 年 の SCEWC ( Smart City Expo World 
Congress )において、日欧産業協力センター JEUPISTE 
( Japan-EU Partnership in Innovation, Science and 
Technology project ) - HASEKURA2.0 Workshop “Towards 
a Smart Ageing Society: Community Building and the Role 
of ICT. Opportunities for EU-JAPAN Collaborations“を開催
し、筆者は moderator を務めた。京都においてほぼ同様
の会議が開かれている。2021 年 URL は https://www. 
smartcityexpo.com/next-edition-2021/、2020.11.19 時点 

ii) スペインの調査とほぼ同時期にデンマークのロラン島
を訪問して、レオ・クリステンセン氏とニールセン北村
朋子氏に地域振興についての聞き取り調査を行った。
同島は造船などの重厚⾧大産業が衰退して、人のあま
り住まない地域となっていた。2 名とその仲間は、再生
可能エネルギーの開発のみならず、欧州のほぼ中心に
あることを活用した各国間の電力供給の調整を手掛け
て、ほぼ 10 年をかけて同島に産業振興をもたらした。
ロラン島の奇跡と呼ばれる。北村氏の著書に、「ロラン
島のエコ・チャレンジ―デンマーク発、100%自然エネ
ルギーの島」（新泉社 2012 年）がある。 

iii) ISO ではスマートシティ、スマートコミュニティなど
と呼ばれる都市の展開に伴う規格を整備するとともに、
既存の規格の分類・整理を行っている。関連する規格の
全体像が「ISO and sustainable cities」 ( https://www.iso.org 
/files/live/sites/isoorg/files/store/en/PUB100423.pdf)にまと
めてある。都市のデータや IT 活用については、ISO/IEC 
TR1) 27550, Information technology – Security techniques –
Privacy engineering for system life cycle processes、ISO/IEC 
21972, Information technology – Upper level ontology for 
smart city indicators、ISO/IEC 30182, Smart city concept 
model – Guidance for establishing a model for data 
interoperability がある。 

iv) 影響力係数は、当該産業の消費や投資の増加が、全産
業（調達先）に与える影響の強さを表す。感応度係数
は、全産業（販売先）の消費や投資の増加が、当該産
業に及ぼす影響の強さを表す。双方が大きい産業は、
地域の取引の核となっている。 

v) 舞鶴市・KDDI 株式会社・舞鶴工業高等専門学校の三
者は、2018 年 12 月に地域活性化を目的とした連携に
関する協定を締結した。1）産業の活性化に関する事
項、2）防災に関する事項、3）スマートシティに関す
る事項について連携する。https://www.city.maizuru.ky 
oto.jp/shisei/0000004818.html、小河川の水位監視システ
ムの他、IT 農業や漁業など幅広く連携している。 

vi) PMI 日本支部は、世界標準であるプロジェクト・マ
ネージメントの規格 PMBOK を提唱・普及しており、
資格付与などの活動をしている。各省庁内でも受講生
が 1,000 名を超えている。高専では、八戸高専、仙台
高専、明石高専、舞鶴高専がアカデミック・スポン
サーである。https://www.pmi-japan.org/、2020.11.22 時
点 

vii) リーンキャンバスは、新たなビジネスを立ち上げる際
に使われるテンプレートである。ここで用いたもの
は、①顧客セグメント、②課題、③独自の価値提案、
④ソリューション、⑤チャネル、⑥収益の流れ、⑦コ
スト構造、⑧主要指標、⑨圧倒的な優位性を書き込む
ものである。左半分が製品・サービスに、右半分が市
場に関係している。例えば､https://www.slideshare.net/ 
studytech/ss-23454300、2020.11.29 時点 

viii) WBS(Work Breakdown Structure)は、プロジェクト・マ
ネージメントで計画を立てる際、プロジェクト全体を
細かい作業に分割して構成する図である。大きな単位
を小さな単位の集まりにして、段階的に分割し、階層
構造にする。WBS 以外にも、ガントチャートなど
種々の計画の手法がある。（参考：https://www.edrawso 
ft.com/jp/project-management-tools.html）、2020.11.29 時
点 

ix) PMS（Product Manufacturing Service）とは、EMS 
(Electronic Manufacturing Service)が、自社のブラン
ドを持たず、電子機器の設計・製造を一括して請け負
うサービスまたは企業を言うことから、Product（製
品）の設計・製造を請け負う意味で考えている。 

(2020.12.11 受付) 


